
千葉市ふるさと納税（千葉市ふるさと応援寄附金）管理等業務委託 募集要項 

 

１ 目的 

千葉市ふるさと納税（千葉市ふるさと応援寄附金）に係る管理業務を一括して委託する

事業者を募集します。 

本市が行うふるさと納税業務のうち、寄附者情報の管理、返礼品の調達、発送等を民間

事業者に委託することにより事務の効率化を図るとともに、寄附金の増加並びに本市の

魅力発信を図ります。本市ならではの魅力的な返礼品の開拓、寄附者情報のシステムでの

一元管理、寄附金受領証明書の発行・発送業務等を行う事業者をプロポーザル方式により

選定します。 

 

２ 業務の概要 

（１）業務名 

   千葉市ふるさと納税（千葉市ふるさと応援寄附金）管理等業務委託 

（２）業務内容 

   主な業務内容は、以下のとおりです。詳しくは、仕様書をご覧ください。 

  ア 寄附者情報の管理に関する業務 

  イ 返礼品の開拓に関する業務 

ウ 返礼品提供事業者への返礼品の発注、配送管理及び返礼品の代金・送料の精算に関

する業務 

  エ 寄附者及び返礼品提供事業者への対応 

  オ ふるさと納税ポータルサイトの運用・管理に関する業務 

  カ 千葉市のふるさと納税におけるプロモーションに関する業務 

  キ 寄附金受領証明書等の作成及び発送 

  ク ワンストップ特例申請の受付業務に関する業務 

（３）委託期間 

   令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで 

   ※令和６年４月１日の寄附受付分から、運用開始できるよう準備等を進めていただ

きます。 

 

３ 参加資格 

  次の（１）又は（２）のいずれか及び（３）に該当する者とします。 

  なお、本プロポーザルは、ふるさと納税ポータルサイトの運用・管理をはじめ、返礼品

の開発に関する業務、寄附金受領証明書等の作成及び発送まで多岐にわたることから、多

様な企業の参加を募ることを目的として、共同事業体の参加も認めることとします。 

（１）千葉市委託入札参加資格者名簿に登録されている者 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

で、次のいずれにも該当しないもの。 



  ア 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者 

  イ 当該業務の募集の公表日前６か月以内に不渡り手形又は不渡り小切手を出した者 

ウ 会社更生法（昭和１４年法律第１５４号）の更生手続開始の申立てをした者で同法

に基づく裁判所からの更生手続開始決定がなされていないもの 

エ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の再生手続開始の申立てをした者で同法

に基づく裁判所からの再生計画認可決定がなされていないもの 

  オ 国税又は地方税を滞納している者 

  カ 千葉市入札契約に係る暴力団対策措置要綱別表に規定する措置要件に該当する者 

（３）過去２年以内に同種の業務を受注し、寄附件数が概ね 6,000件以上の業務を履行した

実績が２回以上ある者 

 

４ 参加資格の取消 

  参加者が、次のいずれかに該当することとなったときは、参加を取り消すこととします。 

（１）審査日までに、前記３に定める参加資格を欠くこととなったとき。 

（２）その他市長が特に本プロポーザルに参加させることが不適当であると認めたとき。 

 

５ 企画提案方法 

（１）次に掲げる書類を提出期限までに提出先へ持参又は郵送してください。（郵送の場合

は、提出期限までに必着。） 

 

 注１）受託希望者の社名の記載は、５以外のみ可とする。 

 注２）書式は、様式を指定したもの以外は任意の書式とする。 

提出書類の名称 提出部数
1 プロポーザル参加申込書（様式１） １部
2 参考見積書（様式２） １部
3 誓約書（様式３） １部
4 企画提案書　鑑（様式４） １部

5 企画提案書（様式４を鑑に付けること。鑑以降は様式任意）
８部及び
電子データ
（CD、DVD）

6 会社概要及び会社沿革 １部

7
直近１事業年度分の財務諸表（収支決算書、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書（写しも可）

１部

8

納税証明書（発行後３か月以内）
（法人事業所税及び地方法人特別税の納税証明書、「法人税」又
は「申告所得税」の納税証明書、消費税及び地方消費税の納税証
明書（写しでも可））

１部

9

自己を証明する書類
※千葉市委託入札参加資格者名簿に登録していない者のみ
※名称、設立年月日、資本金、代表者、所在地、事業内容を記載
すること。
※「現在事項全部証明書」等公的な証明書とすること。

１部

10
共同事業体協定書（写し）
※該当する場合のみ

１部



 注３）共同事業体での応募の場合は、６～９は共同事業体を構成する各企業分を提出する

こと。 

（２）提出期限 

  ア 参考見積書（様式２）、企画提案書を除く提出書類 

…令和５年１１月２１日（火）午後５時（必着） 

  イ 参考見積書、企画提案書…令和５年１２月１日（金）午後５時（必着） 

  ※提出書類に不足がある場合は、受理しないため、ご注意ください。 

  ※受理できなかった場合は、本プロポーザルには参加できません。 

（３）提出方法 

   持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

   ※持参の場合は、事前に連絡して来庁ください。 

（４）提出場所 

  「１１ 問合せ・提出先」のとおり 

（５）企画提案に当たっての留意事項 

ア プロポーザルの参加に要する一切の費用（企画提案書作成費、交通費等）は事業者

の負担とします。 

  イ 提出された企画提案書等は、事業者に返却しません。 

ウ 提出された書類は、事業者の選定を行う作業に必要な範囲内において、本市で複製

を作成することがあります。 

エ 本市から提供した参考資料を、無断で第三者に提供すること及びその他の目的に

転用することを禁止します。 

  オ 企画提案書の受理後はいかなる追加及び修正を認めません。 

  カ 提出された企画提案書等が次に該当する場合は無効とします。 

   ①企画提案の内容が本要項の条件に適合しないもの 

   ②虚偽の記載があるもの 

 

６ 企画提案書の内容 

（１）企画提案書は１者１提案までとします。 

（２）説明資料を添付する場合は、できる限り簡潔なものとしてください。 

（３）企画提案書には、仕様書を参照し、主として次の事項に関する提案を明確に記載して

ください。 

   ア 業務遂行の体制 

     ①組織図 

     ②業務責任者 

     ③業務担当者 

     ④スタッフの専門性 

     ⑤サポート体制 

     ⑥他団体から受託した同種・類似事業の実績 



     ⑦個人情報保護の対策（プライバシーマーク取得など） 

   イ 具体的な業務内容 

     ①寄附者情報の一元管理 

      ⅰ管理システムの概要 

      ⅱシステム連携が可能なふるさと納税ポータルサイトの一覧 

     ②返礼品開拓の取組及び手法（提案者が独自に実施する返礼品の開発や返礼品

の点数の増加策、既存の返礼品の魅力向上等に関する企画提案を記載すること。

また他団体との契約における返礼品の開発等の実績を記載すること。） 

     ③返礼品配送管理の取組及び手法 

     ④寄附者及び返礼品提供事業者への対応の取組及び手法 

     ⑤ポータルサイトの運用・管理 

     ⑥プロモーションの内容及び手法（ふるさと納税の増収のために、提案者が独自

に実施する PRや広告宣伝に関する企画提案について詳細を記載すること） 

     ⑦寄附金受領証明書等の作成及び発送 

     ⑧ワンストップ特例申請等の受付及びデータ作成 

     ⑨その他（ふるさと納税の増収に向けてのアイデアなど） 

（４）企画提案書作成にあたっての留意事項 

  ア 提案は、考え方を文書で簡潔に記述すること。 

  イ 文字サイズは１２ポイント以上とすること。 

  ウ 文書を補完するためイメージ図・イラスト等を使用しても構わない。 

 

７ 参考見積 

  参考見積書に記載する金額は、下記「（１）令和６年度寄附受入れ見込額」の寄附があ

った場合に要する委託料（返礼品代金及び送料、寄附金受領証明書等及びワンストップ特

例申告書の受付書の発送に係る郵送代を除く）とし、その内訳を下記「（３）見積項目」の

とおり記載し、その算出根拠を示してください。なお、委託料は消費税及び地方消費税相

当額を含めた金額を記入してください。 

  また、上記金額とは別に、本市に負担が発生する経費については、算定根拠がわかるよ

うに参考事項として付記してください。（仕様書以外に提案できる業務について、オプシ

ョン契約となる場合など） 

（１）令和６年度寄附金受入見込額 

   寄附件数 ３５，０００件  寄附金額  ７００，０００千円 

   ※寄附者情報管理システムを介する件数と金額を示している。 

（２）ワンストップ特例申請受付見込件数 

   １４，０００件 

（３）見積項目 

  ア 業務委託料：●％／１件 

    ※主に仕様書「４業務の内容」（１）～（５）に係る手数料です。 



    ※パーセンテージは、寄附額に対する手数料の割合を記載ください。 

  イ 返礼品代金及び送料：別途支払 

  ウ 寄附者対応及び寄附金受領証明書等発行業務：●円（％）／１件 

    ※主に仕様書「４業務の内容」（６）に係る手数料です。 

    ※パーセンテージは、寄附額に対する手数料の割合を記載ください。 

  エ ワンストップ特例申請の受付通知及び不備対応：●円（％）／１件 

    ※仕様書「４業務の内容」（７）に係る手数料です。 

  オ （該当がある場合）提案者が独自に実施する PRや広告宣伝に関する企画提案に要

する経費 

（４）見積限度額 

   ６４，０００，０００円（税込） 

（５）留意事項 

  ア 見積限度額は、予定価格を示すものではありません。 

  イ 契約は、上記「見積項目」での作成を想定しています。 

 

８ プロポーザル参加に関する質疑及び回答 

  本件募集内容について質問がある場合は、質問書（任意様式）により、メールにより受

け付けます。ただし、他の応募事業者に関する質問には応じません。 

（１）提出期限 

   令和５年１１月１６日（木）午後５時（厳守） 

（２）受付メールアドレス 

   furusatokifu@city.chiba.lg.jp 

（３）回答方法 

   提出期日後、本市ホームページに質問者に関する情報は伏せたうえで、速やかに回答

を掲載します。 

 

９ 受託候補者の選定 

  受託希望者から提出された企画提案書等に基づき、審査委員会で書面審査のうえ、受託

希望者の順位を決定します。審査にあたっては、本市より企画提案書に基づく質問書を

送付する場合があるため、別に指定する日までに回答書を提出してください。 

（１）審査 

   本市は、受託候補者の選定のために審査委員会を組織し、受託希望者から提出された

企画提案書等に基づき、以下の審査項目により各審査員が審査を行い、各項目における

各審査員の審査結果から算出する平均点の合計得点を審査結果とし、第一順位の者を

受託候補者として選定します。 

   ただし、各審査項目の合計点が６割を下回るときは、応募事業者が１事業者のみであ

っても、受託候補者として選定しません。 

mailto:furusatokifu@city.chiba.lg.jp


  

審査項目 評価のポイント 配点

業務内容等の理解
・ふるさと納税制度の趣旨及び本市の
考え方を理解しているか。

10

・業務を遂行できる能力及び組織体制
を有しているか。

・業務責任者について、ふるさと納税
業務における経歴及び能力等が明示さ
れており、適切であるか。

・緊急時の連絡や迅速な対応体制が
整っているか。

・新たなお礼の品開拓の体制が他団体
での実績と比較して十分に確保できて
いるか。

10

実績
・本業務と同様又は類似の事業の実績
があるか。

10

個人情報の保護
・個人情報の管理を適切に行っている
か。（情報セキュリティの管理体制
等）

10

寄附者情報の一元
管理

・寄附者情報等を一元的に管理可能な
システムを提供できるか。

10

ポータルサイトと
の連携

・多種多様なふるさと納税ポータルサ
イトとの連携が可能か。

10

お礼の品の発注、
配送管理

・お礼の品提供事業者との調整、お礼
の品の管理、精算、情報管理に対応で
きるか。

10

・お礼の品の候補になり得る魅力的な
既存の商品やサービスを把握し、提案
できているか。

15

・将来の魅力あるお礼の品につながる
独自の提案であるとともに、他団体で
の実績を踏まえた実現可能性の高い内
容となっているか。

20

寄附金受領証明書
等の作成及び発送

・事務フロー及びスケジュールは適切
か。

10

ワンストップ特例
申請の受付

・申請の受付からデータの作成までの
事務フロー及びスケジュールは適切
か。

10

プロモーションの
取組

・自社保有サイトや既存のネットワー
ク、SNS等を用いるなど、首都圏を中心
とした千葉市域外における千葉市ふる
さと応援寄附金の効果的なPRが期待で
きるか。

20

問合せ対応
・寄附者からの問合せ、クレームに適
切な対応ができるか。

10

その他
・千葉市ふるさと応援寄附金の増収の
ため、または千葉市の魅力発信に資す
る提案か。

10

経費の妥当性
・見積限度額内で、業務内容に見合っ
た適切な見積金額か。

15

200

20

その他
（配点25
点）

合計点数

体制

具体的な
業務内容
（配点115

点）

お礼の品の開拓

業務遂行
の体制

（配点60
点）



（２）審査後の通知 

    本市は、前述の審査後、速やかに受託希望者に対し、順位を通知するとともに、受

託希望者第一順位の事業者（以下、「第一受託候補者」という。）と受託内容の確認等

を行います。 

    なお、選定結果についての意義申し立ては受け付けません。 

（３）問合せ 

   通知を受けた者から問合せがあった場合は、次に掲げる項目について回答します。 

  ア 当該受託希望者の合計点 

  イ 第一受託候補者名及びその他の受託候補者名 

  ウ 第一受託候補者の合計点 

（４）選定結果の公表 

   受託候補者の選定後、選定の結果、参加した事業者及び評価点その他の契約の相手方

を選定した理由がわかる情報を本市ホームページにて公表します。 

（５）審査後の手続き 

   第一受託候補者と契約協議を行い、詳細な業務内容の確認その他の受託条件につい

て合意に達した後に委託契約を締結します。 

   ただし、第一受託候補者と契約条件について合意に達しなかったときは、次点の受託

候補者と契約協議を行います。 

 

１０ 全体のスケジュール 

   令和５年１１月１３日（月）プロポーザル募集開始 

質問受付開始（～１１月１６日（木）） 

   令和５年１１月２１日（火）プロポーザル参加申込書提出期限 

   令和５年１２月１日（金）提案書等提出期限 

   令和５年１２月上旬 審査 

   令和５年１２月下旬 受託候補者の決定、契約準備 

令和６年４月１日（月）契約、業務開始 

 

１１ 問合せ・提出先 

   千葉市財政局財政部資金課資金班 

   〒260-8722 

   千葉市中央区千葉港１－１ 

   電話 043-245-5078 

   Mail furusatokifu@city.chiba.lg.jp 
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